


















































































































































































































　　   ―所有・利用・管理
　地方自治体が担う「地域公共性」以外の「地域
公共性」と「共同性」の関係性をどう考えればよ
いのだろうか。その前提として、「共同性」と「公
共性」が発生する局面を、所有、利用、管理の視
点から考えてみたい。
　ここでは「所有」を軸に「利用」と「管理」の
関係も含めて、検討したい。所有のあり方は「私
的所有」「共的（＝共同）所有」「公的所有」の形
態が考えられる。まず近代的所有権である「私的
所有」について考えてみたい。近代社会において
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私的所有の問題は根幹をなす規範であった。立石
真也は近代の所有をめぐる規範の特徴として次の
三つをあげている11）。
　①　個人単位に対する権利が配分されること。
　②　配分されたものについて独占的で自由な処
分が認められること。
　③　その権利は、ある者が実際にあるものを所
持している、利用しているといった具体性
から離れていること
　しかし、立石はこの規範は現実ではずれや制約
が存在するという。それは、「現在では法人所有
等々が大きな割合を占めていること、また公共財
の存在が指摘される」ことをあげている。
　第二、第三の規範でも制約が存在する。立石は
「所有権とは、通常、所有しているものについて
その処分の仕方（自らが保持するか、破棄するか、
他者に贈与するか、交換のために使用するか）を
決定できるということであり、所有権は即処分権
を意味しているが、その者のもとに置かれること
と自らのもとから切り離すことを分けることは可
能である」と述べている12）。
　ではなぜこのようなずれ、制約があるのか。そ
れは、現実社会において、私的所有の原理では維
持できない状況が存在してきたことを意味してい
る。その第一は、すべての所有権を個人に帰する
ことは現実の使用、管理上困難な状況の発生であ
る。この一つの現象が法人所有の拡大である。そ
して、第二は、所有の対象であるモノが現実に「公
共性」を有する財、すなわち公共財である場合が
存在し続けてきたという事実による。それは歴史
的に見れば、我が国では、入会地などが、明治期
以降私的所有権制の確立の中で様々な圧迫があっ
たにもかかわらず、存在し続けたことからも私的
所有に還元できない公的領域が存在し続けてきた
ことを意味している。
　また、所有権＝処分権であるはずが、現実には
そうならない場合が発生することは、私的所有物
であっても、その利用、管理のあり方に外的な制
約が加わりうるということ意味している。これは
規範の特徴の第三、所有権は「実際にあるものを
所持している、利用しているといった具体性から
離れている」ために、生じることである13）。つま
り、所有権は絶対的なものではなく、その「利用」
「管理」のあり方に影響を受けうるのである。例
えば、私有地である山林・原野が地域住民によっ
て日常的に活用され、例えば地域住民の遊歩道と
して利用されるといった場合、その私有地の所有
者が山林・原野を処分＝利用しようとする場合、
地域住民を中心とした反対運動が発生することが
ある。本来排他的に利用権を主張できるはずの私
的所有物が、それまでの歴史的利用・管理のあり
方に影響を受けるということがありうるのである。
　また、私的所有権が設定されているものでも、
排他的、私的に利用されるとは限らない。私鉄な
どの交通機関は、オープンに利用できることに
よって私的な利益を得ることができる。このオー
プンな性格があるからこそ公共性を有する公共財
といえる。
　さらに、我が国においては日本国憲法において
「公共の福祉」の名の下で私的所有権が制限され
ることも自明なものとなっている。都市計画での
建築規制や土地利用の制限の考え方はこれに基づ
いている。つまり、私的所有権が公共の名の下で
制限をされうるのである。
　その他、私的所有物であっても公共性を有する
ものとして社会的に承認されるものがある。その
代表が「景観」である。景観については他のとこ
ろでふれたが、私的所有物に対しても公共性が存
在しうるし、そのために利用・管理のあり方が制
限されることもありうるのである14）。
　次に「共的（＝共同）所有」について検討した
い。先に述べたが、「共同所有」は近代化の中で
かなり強引に解体されてきたという歴史を持つ。
しかし、完全に消滅したわけではない。入会林野
や財産区の歴史を見ると所有権をめぐる法的議論
83
文化情報学部紀要，第15巻，2015年
が長く行われてきたことがわかる15）。
　渡邊洋三によると財産区は、明治22年の町村
制規定の中で初めて法律的に登場している。「入
会財産を公有財産たる部落有財産としてとらえ
て、これを市町村会のコントロールのもとに置く
という政府の方針は広範な農民の不安と抵抗を呼
び起こした」ために、明治22年内務省令で、財
産区制度を創設したのであった16）。
　そして戦後は地方自治法において、正式に財産
区という名称を法律の条文で採用し、それを特別
地方公共団体と規定するに至る。財産区の問題点
について、渡邊洋三は詳細に検討しているが、こ
こでは法律的な問題を検討することが目的ではな
く、ほぼ同じ形式で利用・管理されているもので
あっても、法的には私的所有、公的所有と異なる
所有形態と理解されうるということを確認した
い17）。
　我が国における財産区は共同所有の一種である
ことは言うまでもない。しかし、可能性として財
産区は分割可能な、つまり私的所有権が成立しう
る対象物である。物財であるので、それは当然で
ある。しかし、歴史的に村落での生活のための共
同利用の場として、保存されて来た。
　またそこでの「利用」の形態は多様である。室
田武によると、入会林野には一つの村内にありそ
の村の者が単独で利用できる「村中入会」（総村
入会、一村入会）のほかに、数か村に広がる山を
複数の村々が利用する「数村持入会」、他村にあ
る山野に一定の条件の下で村民が入り合う「他村
持入会」があるという18）。
　室田によれば「入会林野の利用と管理は、入り
合う権利を認められた村の構成員によってなさ
れ、その権利は一般に家に付随するもの」であり、
ゆえに「村持山は、村内での『寄合』で決定され
る厳しい共同体規制によって、その利用と管理が
なされていた」のである19）。我が国においてはこ
の利用と管理の方法に関するルールは今日まで基
本的に大きな変化がない。ここで確認しておきた
いのは、この利用と管理が、排他的な共同規制に
よって行われてきたという点である。つまり、共
同利用の形態は内部的には一定のルールの下で
オープンであるが、外部に対しては排他的で、ク
ローズの形態であるということである。
　共同利用といっても完全に協働の形態でしか利
用できないものを除いては、排他性を有した形で
私的に利用される。なぜ排他的であるのか。それ
は、共同利用の対象物が持つ「資源性」の性格に
影響を受けているからである。つまり、排他的で
なければ、その地域資源が枯渇する可能性を有す
るからである。いわゆる「コモンズの悲劇」とい
う事態である。入会林野での「マツタケ泥棒」に
地域住民が監視の目を強化し、取り締まるのを見
るとそれがよくわかる。
　では共同所有の対象が排他的でないケースがあ
るのだろうか。論理的にはオープンな利用によっ
ても、資源性が損なわれない場合ということにな
る。例えば、共同所有の遊水地が、以前は地域住
民の生産活動、農業に重要な共同生産手段であっ
たものが、その役割を減少させ、開放され、地域
住民の憩いの場になるということはありうる。そ
の場合、一定のルールのもと、所有者以外の人間
に遊水地が枯渇するような利用のされ方をしなけ
れば、自由な活用が許されている。本来、利用の
ための共同所有であったものが、利用権の意味が
変化したために、生じうる事態ということになる。
　その他、共同所有の対象が排他的でなくなる場
合もある。例えば入会林野が自由に利用でき、解
放される場合である。しかしその場合は、それま
での排他的に利用されてきた状況、あるいは管理
のあり方が変化した場合である。その極端なケー
スが、排他的利用による利益がもたらされなく
なったとき、それを放棄する場合である。
　「公的所有」の対象となるものは公的管理、公
的利用が原則となる。公的利用は、公的所有が独
占的に利用する場合もあるが、開かれた利用のさ
れ方もありうる。人々が公園を利用するのは、開
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かれた利用のされ方の一例とみることができる。
近年ではこの公的管理、公的利用を公共団体が独
占するのではなく、市民参加の形態で行う場合が
増えつつある。これが、ガバメントからガバナン
スへという流れの意味である。
　ここまであまり管理の問題に注目してこなかっ
た。一般的に考えれば、管理は所有そして利用に
付随して行われるものであり、その所有者が管理
の責任を負うことになる。所有権を有するものは、
同時に管理の責任を負うこととなる。しかしこれ
まで見てきたように、所有権とは別に利用のされ
方は多様であり、そこに管理の多様化が生じる要
因がある。公的所有、共的所有、私的所有、いず
れの所有形態であっても、その利用のされ方がそ
の所有権者と異なる場合、管理は多様化する。公
的所有物であっても、共同利用がされている場合
には、共同管理の問題が浮上してくる。
　以上から、所有・利用・管理の関係は多様なパ
ターンが存在をすることがわかる。しかし、共的
所有について注目すれば、その利用のされ方は、
共同所有者にとっては開かれた利用が可能である
が、共的所有の外部に対しては排他的利用が基本
となる。
　「地域公共性」とは、現在の地方自治体におけ
る「地域公共性」以外に存在するとすれば、それ
は一定地域内の「共同性」に由来するということ
がわかる。ここではとりあえず「地域内公共性」
と理解しておきたい。
４ .　私権を制限するものとしての
　　  「公共性」
　ここでは、地域公共性を考えるうえで重要な一
つの問題、「私権を制限するものとしての公共性」
の問題を考えてみたい。どのようにして、私権を
制限する公共性が成立しうるのか、その例として
タイのメイカンポン村におけるコミュニティ・
ベース・ツーリズムの運営についてふれたい。
　タイ・チェンマイ市より北東約50キロの山間
部にメイカンポン村は、タイ観光局が推進するコ
ミュニティ・ベース・ツーリズム（以下CBT）
活動の中でも最も成功を収めた村である。村には
川が流れ、観光開発には適した村であった。村長
は、それまでの村の特産品であったお茶が近年の
生活様式の変化により、販売が低迷してことに頭
を悩ませていた。また、人口流出も進み、対応に
迫られていたのである。
　チェンマイ県の奨励もあり、村は観光開発を進
めるが地域内にごみ問題など地域環境を悪化させ
る結果となった。しかし、村長は観光開発をあき
らめるのではなく、地域管理に基づく観光を模索
する。村長は、政府やNGOの支援を受け、CBT
を進めることとした。
　CBTは、村の観光委員会の管理下で行われ、
一日にホームスティサービスで宿泊する人数など
を制限し（人数管理）、個人が自由に観光客を受
け入れ、宿泊させることはできないルールとなっ
ている。その他、音楽などの文化的パフォーマン
ス、マッサージ、地域産品の販売、トレッキング
など基本的に観光委員会の管理のもとで実施され
ている。これにより、観光事業による地域環境の
破壊が進むことなく、「持続可能な観光」を維持
できているということであった。
　この宿泊者の制限は、ホームスティを受け入れ
る地域住民にとっては、私権の制限とみなすこと
ができよう。実際過去に観光委員会とは別に独自
にホームスティ事業を行う住民があらわれて、コ
ミュニティ内の大きな問題となったこともあった。
　さらにもう一つ、私権を制限する例として景観
を考えてみたい。田中も言うように、景観は、正
確には私的所有に基づく建築物の集合によって形
成される景色、人間の文化的生活の集積として形
成された人工的な景観（例えば、都市景観、街並
み景観等）と自然によって形成された自然景観と
がある。自然景観を形成する土地、湖、植物など
も当然私的所有の対象となる。
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　歴史的建造物群保存地区に指定され、あるいは
街並み景観条例の対象となった建造物は、私的所
有物であっても、自由な改築等を行うことを制限
される。まさに私権を制限されるのである。その
ため、歴史建造物保存地区に相応しい街並みを残
している地域でも、地域住民の同意が得られず、
指定を受けていないところも多い。その地域の景
観が公共財としての性格を有しているが、私権を
制限させることを嫌うことから生じる事態である。
　では、なぜ私権を制限されるにもかかわらず、
地区指定を受けるのか。これには二つの理由が考
えられる。一つは、自らもその景観の公共財とし
ての価値を共有し、自らの私権が制限されてもそ
の価値を保全したいと考えるか、あるいはその公
共財から新たな利益を個人的に得ることができる
と考えるかである。前者に場合、重要なことは地
域住民内での議論や文化の共有ということが重要
となる。これは、公共圏の問題といってもよいで
あろう。
　その他、祭りなど地域の文化、伝統も、共同的
に形成されてきたものは公共性を有する可能性が
ある。なぜなら、文化、伝統形成に参加すること
が地域住民の「義務」である、という感覚は私権
を制限されるものとみなすことができるからであ
る。
５ .　「地域公共性」と「共同性」の
　　  質的違いは何か
　先にふれたが「地域公共性」は、合意形成・社
会的承認の手続き、正当化された公準そして、私
権の制限機能によって成立する。しかし、ここで
一つの疑問が生じる。それは、例えば入会林野な
どは「地域公共性」を有するものであるといえる
のかどうか、という疑問である。入会林野が共同
性を有していることは言うまでもない。また、合
意形成・社会的承認は、歴史的に形成されている。
内的にはそのルールが明示化されて、私権の制限
も地域内的にも、排他的にも実施されている。こ
こで問題とされるのは田中の言う「公共性は一定
の地域内の人々の私権を制限する機能を含む」と
いうときの、「一定の地域内」の意味合いである。
入会林野は、一定の地域内で、その地域内住民に
よって、排他的に行われている。このように考え
ると、入会林野は完全な共同性であり、「地域内
公共性」を有するということになる。内的には基
本的に開かれているものであるから、公共性を有
するといえるが、外的に排他的なものがはたして、
公共性を有するといえるのであろうか。
　公共性は先に述べたが本来的に「開かれている」
という意味を持つ。そのように考えれば内的に「開
かれて」いても、外的に「閉じられている」（＝
排他的）であれば、本来の意味の公共性を有して
いるといえない。
　またこの疑問は、さらなる疑問を生む。すなわ
ち、もしそうであれば、共同性と地域公共性とは
何が違うのだろうか、という問いである。つまり、
共同性と「地域公共性」に質的差異がない、とい
うことにならないだろうか。
６ .　地域公共性が成立する事例
　では、どのような局面において、地域外に開か
れた「地域公共性」が成立しているといえるのか。
ここで二つの具体的事例を通して、考えてみたい。
一つは、先に述べたタイ国・メイカンポン村にお
けるCBTの事例であり、もう一つはコモンズ論
の事例である。
　メイカンポン村のCBTは村長の指導の下で進
められたが、ここで重要なことは、その方針が、
村の地域住民間で話し合いがもたれ、決定された
という点である。観光事業から直接的に利益を得
ている人々は、村全体から見れば、一部の集落の
人々であり、同時に観光委員会のもとにある人々
だけである。しかし、村全体の話し合いに参加し
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たのは直接観光事業に関わる人ばかりではない。
そうでない人たちの理解も得ながら、CBTを進
めたのである。
　それと同時に、CBTの収益の一部を村全体に
還元し、一部の集落の事業であるが、村全体に利
益が配分されるという仕組みを作ったのであ
る20）。ここには地域内での合意形成と社会的承認
の手続き、正当化された公準を見て取ることがで
きる。村長はコミュニティの会議を何度も開催し、
合意形成を図った。つまり、CBTが村全体にとっ
て公共的性格を持つことを、地域内の当事者のみ
ならず、非当事者も含め、合意形成を行ったとみ
なすことができるのである。
　そして、その利益の一部のコミュニティ全体へ
の還元は、このCBTをコミュニティの取り組み
として、正当化させ、同時にそれによって、コミュ
ニティの共有林を活用したアクティビティーを行
うことを正当化しているのである。ここに「地域
内での合意形成」「地域内での社会的承認手続き」
と「正当化された公準」が成立していると理解す
ることができる。
　実際の観光事業を展開しているのは、一部の地
域住民である。つまり、共有財としての観光資源
を活用しているのは、一部の住民であるといわざ
るを得ない。しかし、それを活用していない地域
住民も運営の仕方への「参加」と利益の配分の受
ける形で間接的に「利益享受」し、それらを地域
にとって公共的性格を有するものとして認知して
いるのである。
　もう一つの事例は、近年のコモンズ論にある。
コモンズ研究が環境社会学で進められている理由
の一つは、自然資源の共同管理のあり方としてコ
モンズが、持続可能であるからである。すなわち、
自然資源が維持される対象として、コモンズに価
値があり、それが直接的に管理・利用していない
いわば外部の人々にも価値をもたらすという考え
が根底にあることを意味している。利用・管理す
る地域外の人たちに、間接的に利益をもたらして
いる、という意味で公共性を有していると理解で
きる。一見、利用・管理が排他性を有していても、
その利用・管理が利用・管理者外の地域の人々に、
何らかの利益をもたらすとみなされれば、それは
地域公共性を有すると理解することが可能なので
ある。そのためには外部から、その共同性が、公
共的性格を有するという認知・承認を受けること
が重要なこととある。ここにも公共圏が重要な役
割を果たすことが見えてくる。
７ .　「地域公共性」の成立要件
　では、どのようにしたら「地域公共性」は成立
しうるのか。基本的要件としては先に田中が指摘
した合意形成、地域内の社会的承認の手続き、正
当化された公準、私権の制限が最低限必要な要件
となる。実質的な共同行為が行われているかどう
かにかかわらず、地域住民に何らかの共同性が認
識されていればそこには「地域内公共性」が成立
する基盤があるということになる。例えば、安全・
安心の課題は、地域全体の課題であるという認識
があり、その認識の下で合意形成がなされ、地域
に一定の拘束力を持つ、私権の制限なども含んだ
公準が成立していれば、それは、「地域内公共性」
とみなすことができる。
　しかし、より完全な「地域公共性」を獲得する
ためにはその「地域内公共性」＝共同性を有する
活動や資源が、地域内の非当事者、地域外の人々
にとっても、何らかの公的利益をもたらし、公共
性を有するものであるという「非当事者からの社
会的承認」が必要となる。その時問題となるのは、
地域共同性の担い手、すなわち直接的当事者だけ
ではなく、その周りでそれにかかわるステークホ
ルダー、広義の関係者を含めて、公共性が存在す
ることが正当化されなければならない。ここで問
題となるのが、正当性＝レジティマシーの問題で
ある。
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　入会林野などが公共性を有するという議論が成
立するのは、それらが地域環境にとって有意義な
価値を有するという地域全体の認識があって初め
て、成立するものである。
８ .　地域公共圏―地域の共同性
　　 を超える範域における公共性
　　  の認知
　前節で述べた公共性が存在することの正当化の
ためには、地域共同性を担っている人々（＝当事
者）を超えた周囲の人々が、その共同性がそれを
超える公共的性格を有することを認知する必要が
ある。そのために、周囲の人々を含めた意見交換、
正当性の合意が必要となる。そのためには、地域
公共圏がどのように形成され、その中でいかに共
同性の範囲を超えた、合意が形成されるかがカギ
を握ることになる。
　本来的に公共性の成立根拠には、開かれた公共
圏による社会的合意のプロセスが必要不可欠であ
る。もちろん、ここでの公共圏にはさまざまな利
害関係者（ステークホルダー）があり、利害関係
者の中で発言権の強弱が存在することは当然のこ
とと認識されている。
　さらに重要になるのが、地域住民による地域性
の意識である。地域住民が、その地域の範域をど
の程度、自らの地域と意識としているのかによっ
て、直接的に共同性に関与していなくとも、その
共同行為に価値を見出し、公共的性格を見出すの
か、そしてそれを地域全体の認識にできるかどう
かによって、「地域公共性」の成立が決まるので
ある。
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